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Japan was highly thought of “As Japan No.1” in the eighties of the last century, but 
everything went wrong from the nineties and now, at the starting point of the new 
century, the Japanese community and economy seem to be in steep decline. But a new 
star business is appearing. It is Tourism. This paper reviews some proposals based on 
the Tourism-Expecting-Theory and argues what tourism is going to mean to the 
Japanese society. 
 
 
１ はじめに 
 
1980年代にジャパン・アズ・ナンバーワン（注 1）などともてはやされて日本人の誰も
がその気になり始めたのも束の間、90年代に入りバブルが終焉を迎えるやすべての様子が
おかしくなり、21世紀に入った現在、日本社会の衰退、惨状は目を覆うばかりである。 
90年から今日までの 13年間に日本社会をリードすべき総理大臣は、海部、宮沢、細川、
羽田、村山、橋本、小淵、森、小泉と実に 9 人も登場して、リーダー不在の政情を露呈す
るとともに日本社会の不安定な状態を象徴している。（注 2） 
一方、景気の状態を象徴する日経平均株価は、1989年 12月に 38,915円の最高値を付け
たが、2003年 4月には 7,607円と 13年間で 5分の 1の水準にまで下げ、金融危機、頻発
する企業の大型倒産、上昇を続ける失業率、と経済情勢をめぐる不安要因には事欠かない。 
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また、政治家や高級官僚、大企業トップが関連する不祥事、犯罪が次々と発覚、摘発さ
れるとともに、地下鉄サリン事件に代表される忌わしく、目を背けたくなる凶悪犯罪が増
加し、続発する幼児虐待や若者の集団自殺、低年齢化・凶悪化する青少年犯罪など世の中
の歯車が狂い始めたかのような事象が目白押しで、今や 21世紀の日本社会の行く末に明る
い希望を持ちにくい状況にある。 
 
ところが、こんな暗い日本の現状に一筋の光明をもたらし、経済を牽引し、社会を安定
させ、人々に生きるよろこびを与えると期待されるものが、ここ二、三年、にわかに浮上
してきた。「観光」である。 
 
2003年 4月 24日の日本経済新聞（以下「日経」と記す。）は、社説で観光振興を取り
上げた。その見出しも「観光をもり立てて先進国になろう」という、日経としてはかなり
刺激的なものであった。 
まずは、その概要である。 
 
今年は日本の観光にとって特別な年になるはずだった。小泉純一郎首
相が昨年、施政方針演説の中で「観光」に触れた。なにしろ日本の首相
が観光振興を政策として打ち出したのは初めてのこと。以来、政府は「観
光立国」を掲げ、先進国では際立って少ない訪日外国人観光客を 2010
年までに 1 千万人にしようと「ビジット・ジャパン・キャンペーン」と
名付けた計画に 20億円の予算を組んで、具体化に走り出した。（中略） 
 
ここで、小泉純一郎首相が昨年（2002年）、施政方針演説の中で「観光」に触れたとい
っているが、昨年はワールドカップ・サッカー大会が日本でも開催されたので、“このま
たとないチャンスに我が国の文化伝統や豊かな観光資源を全世界に紹介し、海外からの旅
行者の増大と、これを通じた地域の活性化を図って”いく、と簡単に述べたに過ぎない。
（注 3） 
ただ、あとでみるが、今年（2003年）の施政方針演説では、小泉首相はより詳細にわた
って観光振興推進について触れることになる。 
 
危機に直面したときに、軍事・外交・経済・治安などと並んで直ちに
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観光対策を考える。「明るく平和な米国」をいろいろな手段で演出して
みせることは外国の国民に米国への心情的な支持、共感を浸透させ、米
国外交を下支えする役割を果たす。 
国家のブランドイメージを維持するには観光は最も手っ取り早く確実
だ。米国では観光客の誘致は国の安全保障政策の一環に位置づけられて
いると言ってもいい。（中略） 
 
2001 年の 9.11 同時テロのあとに急施された米国の観光キャンペーンに触れているが、
観光振興が国の安全保障政策の一環に位置づけられているとの言及は注目に値する。 
国家の安全保障は普通、軍事的なハード面あるいは政治的な面のみで捉えられるのに対
し、観光振興というソフトな政策も立派に国家の安全保障に貢献するという考え方は、
1963年に制定された観光基本法の前文が、「観光は、国際平和と国民生活の安定を象徴す
るもの」という言葉で始まることや 1967 年の国際観光年が「観光は平和へのパスポート
（Tourism, Passport to Peace）」という標語を掲げたことに淵源があるように思われる。 
最近では、石森秀三国立民族学博物館教授らが、文明論的な立場から国家安全保障に対
する観光の有効性を文化的安全保障として主張しておられる 。（注 4） 
後述する経済団体連合会の 2000年の提言「21世紀のわが国観光のあり方に関する提言」
の中にも“グローバリゼーションの進展の中、「平和外交」を推進する媒体として、また、
わが国の「内なる国際化」を進める一つの方策として、観光が果たす役割の重要性を充分
に認識すべきである。”と述べる箇所が出てくる。 
 
外国人を連れてきたとしても見せるべき風景がどこにあるのか。 
河川や農業用水路をコンクリートで固め、かつて世界にもまれな美し
さを誇っていた農村風景を破壊し尽くした国土交通省や農水省。公共事
業の決定に当たって景観が考慮されたことはほとんどなく、自治体はこ
れらの暴挙に積極的に手を貸した。（中略） 
日本の観光政策はめちゃくちゃだったのである。それは外交官も、霞
が関の官僚も、自治体も、住民も、海外に誇れる美しい国土を造ろうな
どと考えたこともなかったからだ。 
 
戦後の荒廃した日本を復興させ、急激な経済成長を成し遂げるために国を挙げて行われ
て来た公共事業と産業政策に対するなんとも手厳しい批判が繰り広げられている。 
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我が国は、豊かさを追求した結果、多くのものを失ったが、外国人観光客を魅惑すべき
美しい国土までも破壊してしまったという指摘は残念ながら正しい。日本は、最早、素朴
で懐かしい景観が失われ、外国人がわざわざ訪れてみたくなる美しい国ではなくなってい
るようだ。 
 
今年は「観光立国元年」。政治や行政、国民を観光立国の旗の下に束
ね、過去のシステムを変えることが小泉首相の課題だ。それが充実した
とき日本は本当の先進国になる。 
 
社説の締めくくりとして、今年（2003年）を「観光立国元年」と“宣言”して、国を挙
げて観光振興に取り組み、本当の先進国になろうと言っているのである。観光関係者にと
ってはまことに我が意を得た社説と言えるであろうが、何故かような論説が生まれたので
あろうか。 
それを解明するため、観光期待論の登場してきた経緯を調べ、21世紀の観光を展望した
い。 
 
話は、3年程前に遡る。 
 
 
２ 観光期待論登場の経緯 
 
（1） 2000年 10月、社団法人経済団体連合会（以下「経団連」と記す。）は、「21世紀
のわが国観光のあり方に関する提言－新しい国づくりのために－」を世に出した。我が国
を代表する各種経済団体の連絡機関である経団連は、敗戦の翌年 1946 年の設立以来、経
済問題について財界の意見をまとめて政府などに提言してきたが、観光振興に関して提言
したのはこれが始めてである。提言は、まず「はじめに」でこう述べる。 
 
わが国において観光は単なる物見遊山とみなされ、観光振興のための
政策・制度や意識面での環境整備が、生産活動に比べて著しく軽視され
てきた。 
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生産活動を最重視して経済成長を遂げてきた我が国経済の牽引車である経団連が、観光
政策は生産活動に比べて軽視されてきたと断じているところが面白い。 
「観光の意義と重要性」では、観光の産業としての重要性についてこう述べる。 
 
産業としての観光は、旅行総消費額としてみると、わが国国内総生産
（GDP）の 4.8%に相当する約 20 兆円の直接経済効果をもたらすほか、
波及効果として約 48 兆円の生産高と約 410 万人の雇用を創出する裾野
の広さを有している。（中略） 
今後、経済的・時間的に余裕のある高齢人口の増大に伴い、観光関連
市場のさらなる拡大が期待されることなどから、観光は 21世紀の成長産
業の一つになると目されている。こうした中、地域づくりの柱となる地
域総体産業としての観光の重要性に着目し、関係者が一体的かつ総合的
に観光を振興する機運を醸成することが求められる。 
 
観光は 21 世紀の成長産業の一つになるという説を経団連が紹介した意味に注目したい。
観光産業に対する産業界の期待の大きさが分かるからだ。 
このあと、観光の地域振興に果たす役割、社会の安定化の意義、国際的な相互理解の促
進に果たす役割と観光の持つ広範かつ多様な意義と重要性を説いた上で、「誰もが楽しめ
る観光（ユニバーサル・ツーリズム）」など 21世紀の我が国の観光のあり方を提起し、最
後にハッピー・マンデーの拡充など具体的な施策を提言している。 
 
（2） 同じ 2000 年の 12 月、運輸大臣の諮問機関である観光政策審議会は、「21 世紀初
頭における観光振興方策について」と題する答申を出した。 
この答申は、観光の意義や観光をめぐる現状などの捉らえ方が二ヶ月前に出された前述
の経団連の提言に非常によく似ている点が面白い。 
答申の最後の部分で、「観光まちづくりの推進」、「高齢者が旅行しやすい環境づくり」、
「外国人旅行者訪日促進のための戦略的取組み」など 7 項目にわたる具体的施策の方向を
示しているが、注目すべきは、その前の基本的視点である。 
では、「21世紀初頭の観光振興を考える基本的視点」の最初の部分を抜粋する。 
 
（前略）21世紀初頭に日本社会を真に活力ある社会として構築するた
めには、観光の担う役割は極めて大きいといえる。従って、我が国は 21
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世紀初頭に向けて、観光交流大国を国是とした上で、観光の振興を国づ
くりの大きな柱に据えていくべきであり、（後略） 
 
“観光振興を国づくりの柱に”はそのまま、この答申の副題としても使われている。実
は、この副題も経団連提言の副題、“新しい国づくりのために”と似ていると言えば言え
るのだが、期せずして官、民ともに長らく低迷する日本の経済社会を活性化するため、観
光に大きな期待を寄せ始めたことがこの類似する副題からも読み取れるのである。 
 
（3） さて、明けて翌 2001年は 21世紀幕開けの年である。翌年、史上初めてワールドカ
ップ・サッカー大会が日本と韓国の共催で行われることを意識して、世界観光機関（加入
138か国。以下「WTO」と記す。）の第 14回総会が 9月下旬からソウルと大阪で開催さ
れた。大阪では総会の一部としてミレニアム観光サミットが開かれて、10月 1日、「大阪
ミレニアム宣言」がとりまとめられ、発表された。 
その前文に言う。 
 
観光を通じて異なる文化や伝統を体験することは、平和と世界人類の
相互理解を促進するための大きな力となること、また、観光が発展する
には平和と安全が不可欠であることを確信し、観光が過去 50年以上に亘
る目覚しい成長により 21 世紀初頭における最も重要な経済社会活動の
一つとなったことを認識し、観光が今後 20年以上に亘り引き続き大きく
成長、拡大し、商品の多様化と競争の促進に貢献することを期待し、（後
略） 
 
ミレニアム観光サミットに参集した世界各国からの官民の観光分野のリーダー達は、こ
のサミットのほんの 2 週間ほど前にニューヨークで発生した悲劇的なテロを踏まえて、観
光と平和、人類の相互理解について確認し合うとともに、21世紀初頭には観光が最も重要
な経済社会活動の一つとなったことを再認識し合ったのである。 
 
（4） 同じ 2001年 11月、観光に関する企業・業界団体を広範に網羅する任意団体「観光
産業振興フォーラム（1999年設立）」が、社団法人日本ツーリズム産業団体連合会に発展
的に改組、強化された。会長に（株）コクド代表取締役会長の堤義明氏、副会長には東日
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本旅客鉄道株式会社取締役会長の松田昌士氏ら我が国の強力な観光関連企業のトップを擁
している。 
早速、長期休暇取得拡大の推進、訪日外客誘致の振興などに取組んだが、最初に発行し
たパンフレットが、その名も「21世紀のリーディング産業へ」と題する国内ツーリズム産
業の経済波及効果をわかりやすくまとめたもので、観光産業を 21世紀のリーディング産業
に仕立てんとする意欲あふれるものであった。 
 
（5） 2002年 6月、社団法人日本経済調査協議会（以下「日経調」と記す。）は、「国家
的課題（ミッション）としての観光（ツーリズム）」という調査報告書を世に出した。日
経調は、日本経済の発展に寄与するべく経団連、日本商工会議所、経済同友会、日本貿易
会などの協賛を得て設立された調査研究機関である（1967年 8月に社団法人格を取得）。 
この報告書の性格は、はしがきに良く出ているので、その一部を上げる。 
 
（前略）残念なことに、国家レベルで観光を論じる視点を見ると、経
済的側面については若干の議論があるものの、国際理解・文化交流・環
境保全・国土の美化・安全保障といった国家的課題としての観光の使命
と役割について議論がなされるケースは未だに少ない。日本への 2000
年の外国人来訪者は年間 476 万人、国別の順位で 33 番目と先進国の中
でも極めて低い水準にとどまっていることも、観光の意義を認識し、国
家レベルで考える視点の欠如と無縁ではないはずである。（後略） 
 
日本訪れる外国人観光客数が極めて低い水準にある現状も上げて、我が国においては観
光が国家的課題になっていないことを指摘しているのである。 
はしがきのこれに続く部分で、アメリカではクリントン政権が観光産業を 21世紀におけ
る重要な産業のひとつと位置付けて、1995年に全米から観光関係者を集めたホワイトハウ
ス・コンファレンスを大々的に開催したことを紹介している。 
このあと、報告書は、「今こそ観光（ツーリズム）を重要な国家総合政策に」、「VISIT 
JAPANの政策推進を」など 10の提言を掲げて、政府、地方自治体、民間企業などが実現
に取組むよう求めている。 
 
（6） 次にこの年の 10月、社団法人経済同友会（以下「同友会」と記す。）の「外国人を
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ひきつける日本研究会」は、『外国人が「訪れたい、学びたい、働きたい」日本となるた
めに』という報告書をまとめて発表した。（同友会は、1946年に設立された経済・財界人
の個人加入団体で、経済問題を中心に調査、提言を行っている組織である。） 
この報告書は、冒頭、“強い日本をたたく「ジャパン・バッシング」の時代は終わり、
「ジャパン・パッシング」、そしていまや「ジャパン・ナッシング」とも言われている。”
と書き、過去 10年で日本の魅力が低下したことを嘆いて、国全体の魅力を高める総合的戦
略を検討する必要からこの研究を行ったとしている。そして、外国人をひきつける日本に
することが緊要な課題であるとして、「Nippon Brand の再生と高揚」のためのさまざま
な方策を提案している。 
 
（7） そして、今年、2003年 1月 14日、「観光立国懇談会」が設置された。国際交流の
増進、我が国経済の活性化の観点から、観光立国を目指すことが重要と考えた小泉総理大
臣自身の指示によるものだ。以降、4月 24日に報告書が出されるまでに 4回懇談会が開催
され、議論が交わされたが、小泉総理は、その 4 回すべてに自ら出席、諸委員に伍して意
見を述べるという熱の入れようであった。 
この間、1月 31日の第 156回国会の施政方針演説で総理は、こう述べている。 
 
観光の振興に政府を挙げて取り組みます。現在日本からの海外旅行者
が年間約 1600 万人を超えているのに対し、日本を訪れる外国人旅行者
は約 500万人にとどまっています。2010年にこれを倍増させることを目
標とします。 
 
小泉総理大臣は、この前日、1月 30日の小泉内角メールマガジン第 80号でも、以下の
ようなメッセージを国民に発している。 
 
（前略）活力ある国づくりの上で、私は日本の観光資源に注目してい
ます。日本から海外への旅行者は年間 1600 万人なのに、外国から日本
にくる旅行者は 500万人。フランスへの旅行者 7600万人、中国への 3300
万人に比べてもずいぶん少ないのが現状です。（中略） 
海外の人に日本のよさをもっと知ってもらい、たくさんの方々に日本
に来てほしい。日本に住んでいる方々にも、改めて、国内の観光資源の
豊かさを見直していただきたいと思います。2010年には日本を訪れる外
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国人を倍増させることを目標にしています。（後略） 
 
施政方針演説とメールマガジンを使って7年後の2010年には、訪日外国人旅行者を1000
万人にしたい、と総理みずから国民に表明したのだ。 
 
さて、この年 4 月の観光立国懇談会の報告書である。一読して、これまでに紹介してき
た経団連、観光政策審議会、日経調、同友会などの提言等の集大成となっていることが判
る。 
まず、第 1章「観光立国の意義－今、なぜ観光立国か－」の第 1節「世界が変わる」に
おいて、世界は、まさに大交流の時代を迎えている、とした上でこう述べている。 
 
世界観光機関（WTO）によると、1970 年における全世界の外国旅行
者数は 1億 5900万人であったが、2000年には 6億 9700万人に増加し
た。そして、2010年には 10億人に、2020年には 16億人になると予測
されている。国際観光はまさにグローバリズムの推進力としての威力を
発揮しつつある。 
 
そして、ここでも、フランスへの旅行者 7650 万人に比べると日本に来る旅行者はわず
か 16分の 1にすぎないことをあげて、日本は、国際観光については後進国で、大交流に遅
れている、としている。さらにこう追い討ちをかける。 
 
そればかりか、投資交流をみても、日本への対内直接投資は、日本か
らの対外直接投資に比較して 5分の 1と極めてアンバランスであり、日
本における外国人居住者数や海外からの留学生数でみても、主要国のな
かで極めて低い水準にある。 
日本がグローバリズムの定着に貢献し、「大交流」の利点を享受しよ
うと思うならば、世界に真に開かれた国となることが何よりも大切であ
る。（後略） 
数年前、国連のアナン事務総長は「平和の創造」を提案し、予防的な
安全保障の重要性を訴えたが、文化安全保障とそれを支える国際観光は、
それに有力な基盤を与えるものである。 
 
訪日観光者数、対日直接投資、外国人居住者数、外国人流学生数などからみて、我が国
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が後進国であることを指摘したのち、世界に真に開かれた国となるためにも、また、文化
安全保障のためにも国際観光が有効であるとする。 
そして、時代の流れの中で観光立国の持つ意味、役割を次のようにまとめている。 
 
経済重視の時代から人間重視への時代へと移りつつある中で、観光立
国は、このような新しい成長パターンに応えるとともに、国内を外に開
かれたものとし、文化的魅力の向上に人々の関心を高める上で大きな役
割を果たすものである。 
 
第 1 節「世界が変わる」は、さらに、日本における観光の変遷、進化する観光－観光の
もつ高い改革効果－と続く。第 2 節「観光の革新－文化の磁力を高めて－」は、観光の原
点である「国の光を観る」に始り、住んでよし、訪れてよしの国づくり、総合的な魅力の
高揚する国家デザインの再構築、文化の磁力の充実、観光の革新と 21世紀日本の進路、と
新しい時代の観光に対する基本的な視点が述べられている。 
第 2 章「観光立国実現への課題と戦略－日本ブランドの輝きを高めよう」は、観光立国
を実現するための課題と具体的な戦略が 4つの節に分かれて詳述されている。 
第 1節「観光立国への総合的な戦略展開－住んでよし、訪れてよしの国づくり－」では、
観光立国に向けて官民、政府内各省庁及び地方など、国を挙げた総合的な取組みの必要性
を訴えている。 
第 2 節「日本の魅力の確立」では、国の魅力とは何か、日本の魅力はどこにあるか、日
本はその魅力を発揮しているか、を論じている。 
第 3 節「日本ブランドの発信」では、ブランド発信に総合戦略を、マーケティング機能
を強化しよう、国と民間と地方の連携を高めよう、アピールに迫力を、情報通信手段の多
様な活用を、などが論じられている。 
第 4 節「魅力を活かす環境整備」では、ハード・ソフトのインフラ整備を、日本への入
国手続の改善を、外国人が一人歩きできるように、観光産業の国際競争力を強めよう、地
域に根ざした魅力を高めよう、人材を育てよう、の 6項目について述べている。 
そして、最後に「終わりに」である。 
 
（前略）景気の後退、低迷や先行き不透明感、不安感が全世界に強ま
りつつある。明日を進歩と発展に生きる時間の観念は、百年ぶりに後退
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した。 
そのような不安な時代に、人は旅をする。それは、かつてのような気
晴らし、レクリエーションの旅ではない。生きる知恵と楽しさ、安心と
感動を求めての、「ためになる楽しさ」の旅である。そのために、空間
感覚を拡げて、風土や文化の異なる全世界の国々や地域を訪れる、大旅
行、大交流の時代がやってきた。 
 
不安の時代の旅は、「ためになる楽しさ」を求めた旅となり、大交流の時代の旅となる、
というのだ。 
そして、こう終わる。 
 
全世界的に「知恵の手づまり」状況にある今日、楽しみながらビジネ
スチャンスや勉強にもつながる旅がしたいのが、現代人である。産業観
光や農業・農村観光が、新たに脚光を浴びつつあるのはそのためである。
「住んでよし、訪れてよし」の国づくりに向けて、産官学の連携強化、
従来型を脱却した、観光産業の革新と知的レベルの画期的向上が、喫緊
の課題として突きつけられている。 
明治から百三十余年、戦後から六十年近く経った今日、あらゆる困難
を乗り越えて、観光立国を産業立国とともに車の両輪とすべき時がきた。
世界の国々、世界の人々に愛され、親しまれる日本となるために、そし
て私たちの子供や孫たちが幸せに繁栄するために、である。 
 
しめくくりは、観光に対する大きな期待を、“観光立国を産業立国とともに車の両輪と
すべき時がきた。”と表現して「観光立国懇談会の報告書」は終わっている。 
 
この観光立国懇談会報告書を受け、小泉内閣は、2003年 5月、観光立国関係閣僚会議を
開催して、行動計画の作成に着手し、同年 7月 31日に、「観光立国行動計画」が決定され
た。 
行動計画は、21世紀の進路「観光立国」の浸透、日本の魅力・地域の魅力の確立、日本
ブランドの海外への発信、観光立国に向けた環境整備、観光立国に向けての戦略の推進の
5つの項目から成り立っている。 
この計画を軸として政府各省庁をはじめ、地方自治体、民間企業などが、いよいよこの
日、観光立国の実現に向けて第一歩を踏み出したのである。 
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３ 観光革命に備えて 
 
（1） これまでに見てきた報告書や提言類に共通して流れている、停滞する日本社会の救
世主的な役割を観光に期待する論調の背景にはすべて、直接あるいは間接的に国立民族学
博物館及び総合研究大学院大学教授石森秀三氏の影響がみられるように思われる。 
石森教授は、南大平洋の島々をフィールドとして研究しておられた民族学者であったが、
観光化により島民の生活が変容する様をみて観光研究に携わるようになられたという。 
石森教授は数多くの本や論文を書かれ、多くの対談や講演を行われておられるが、常に
観光革命について述べておられる。（注 5）要約すれば次のようになる。 
 
世界は 19世紀後半から現在までに三度の観光革命を経験してきた。 
まず、トーマス・クックの世界初の旅行斡旋業が大成功し、富裕階級の特権であった観
光旅行がヨーロッパで大衆化していった 1860年代に「第一次観光革命」が起きた。 
次に 50年後の 1910年代にアメリカの中産階級がヨーロッパ旅行ブーム、自動車による
国内旅行ブームを起こしたのが「第 2次観光革命」である。 
さらに 50年後、ジャンボジェット機の就航により大衆観光（マスツーリズム）の時代に
入った 1960年代に「第三次観光革命」が起きた。 
こうして 50年毎に発生してきた観光革命は、さらに 50年後の来る 2010年代に、今度
は、急激に経済成長を遂げているアジアを中心にして起きるだろうと石森教授は予測し、
これを「第四次観光革命」、「観光ビッグバン」と名付けておられる。 
巨大なアジアの人口から発生する観光のビッグバンとは、アジアから巨大な観光客の塊
が世界に向けて爆発的に飛び出すことを意味する。 
このころまでに、日本では自由時間革命が起きるだろうとも石森教授は予測する。経済
大国を造る中核を担った団塊の世代が団塊シルバーとなる 2010 年代には、働き続けてき
た彼等は自由時間を旅に充てて生きるよろこびを見い出し、存分に楽しむであろうし、そ
れまでには有給休暇完全取得法というような法律が制定されて、若い世代も現在取得率 50
パーセント程度の有給休暇を完全に取得し、長期間の旅行に出掛けるようになるだろうと
みておられる。 
そして、旅行の仕方もパッケージツアーに代表されるような旅行社に依存する他律的な
旅行からみずからの好奇心に合わせた自立的な観光旅行に変わるだろうという。 
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以上、石森教授の観光革命論をごく簡単に紹介したが、長い景気後退に苦しむ経済界や
政府が、わらをも掴む思いで、教授の予測される第４次観光革命に大きな期待を持つのは
理解できる。 
 
（2） 観光に大きな期待を寄せた者が 4半世紀前のアメリカにもいた。21世紀に観光が世
界最大の産業になると予測していた者とは、未来学者ハーマン・カーン氏である。ランド
研究所出身でハドソン研究所を創設したカーン氏は、1979年に「ジャパニーズ・チャレン
ジ（邦題：「超大国日本の挑戦」）を書いたこととキューブリック監督の映画「ドクター・
ストレンジラブ（邦題：「博士の異常な愛情」）」のモデルとして日本でも知られている
が、“2000年に、観光は、仮に世界一でなくとも、世界一の産業のひとつになっているだ
ろう”という予測を 1976年に発表していた。 
ハーン氏のものは、予測というよりも予言に近いものであったが、石森教授は、世界の
近代観光の歴史を整理して法則を発見し、それにプラスしてアジアの経済発展の動き、ア
ジアにおける大空港建設の動向、自由時間の使い方、ひとの生き方の変化までをも考慮に
入れた文明史観に基づいてダイナミックに推測されているだけに、説得力がある。 
 
仮に石森教授の予測どおりに 2010 年代に観光革命が起きるとしても、それに備えて我
が国が整備、改善しておかなければならないことはあまりにも多い。 
 
その第一は、有給休暇制度の改革である。 
我が国の年次有給休暇消化率は 49.5%（2000 年の平均付与日数 18.0 日に対して平均取
得日数 8.9 日。）と国際的にみてもきわめて低い状況にある。（欧米では有給休暇は「完
全取得」が原則である。） 
1970年に発効した ILO132号条約は、年間有給休暇の 3週間付与を義務付け、うち 2週
間は連続した休暇を与えなければならないと規定しているが、日本政府はこの条約をいま
だに批准していない。 
この条約を批准していない日本では、レジャーのための遠出がゴールデンウイークやお
盆休みといった特定のシーズンに集中して、道路や交通機関そして観光地がいずこも超過
密状態になり、サービス料金はシーズンを当て込んだ高料金となるため、家族旅行やレク
レーションは一泊二日か二泊三日と短期間のものとならざるをえないのだ。もしも２週間
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の連続休暇を誰もが取れるようになれば、観光ラッシュも利用料金も平準化されて観光地
の賑わいも一年を通じた落ち着いたものとなり、長期滞在型の家族旅行が可能になり、家
族の絆もより強くなるだろうと思われる。 
欧米諸国では、第一次世界大戦後の不況を克服するために、休暇が経済活性化につなが
るという考え方から、1936年にフランスの人民戦線内閣が最低２週間の分割を許さない有
給休暇の付与を使用者に義務付ける休暇法（いわゆるバカンス法）を成立させたのを嚆矢
として、ニューディール政策下のアメリカやイギリス、スイス、イタリアなどでも余暇、
休暇などをフルに活用し易くする自由時間政策が採られて、手頃な料金による長期滞在型
の観光が庶民生活に定着したのである。 
欧米に後れること 60数年にして漸く、我が国でも 2002年 6月、経済産業省と国土交通
省が共管する「休暇制度のあり方と経済社会への影響に関する調査研究委員会」が『休暇
改革は「コロンブスの卵」』と題する報告書を出して、現在の休暇制度のままでも有給休
暇を全て取得すれば、約 12 兆円の経済効果と 150 万人分の雇用が創出されるとの試算を
発表した。この報告書では、年次休暇の完全取得を進めるための制度的対応や休暇の連続
取得を保障する制度的措置の必要性を訴えるとともに、国民や企業、学校などの意識改革
や環境整備の必要性も訴えている。 
 
第二に、高い観光コストを是正することである。 
外国人が訪日するのには、普通、航空機を利用することになるが、日本の成田、関西国
際空港の空港使用料は、諸外国の空港と比べて 3倍から 10倍高いといわれている。 
また、現在問題となっている高速道路については、アメリカ、イギリス、ドイツなどで
は国の税金で建設された高速道路は原則無料であるのに、我が国の高速道路利用料は驚く
ほど高い。 
旅館、ホテルの宿泊料も、諸外国にくらべて非常に高価だ。何処へ行っても画一化され
た内容で、とても食べ切れないほどの量の食事を出すなどの必ずしも必要でない過剰なサ
ービスを見直す必要があるようだ。日用必需品、食料品などの価格も欧米の大都市と比べ
ても高水準にある。 
かくして、外国人が観光目的で来日して一定期間滞在しようとすれば、相当の出費を覚
悟せざるを得なくなり、また、日本人が家族で国内旅行を楽しもうとすれば、家計上から
も、せいぜい 1、2泊で済まさざるを得なくなっているのが我が国の観光の現状である。 
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第三に、観光情報の整備である。 
日本の町は、日本に初めてやってきた外国人が一人歩きできるようにはなっていない。
駅内の行先案内表示から、駅前の観光案内版や道路標識などに、英語、中国語、韓国語、
スペイン語、ポルトガル語などその土地を訪れる可能性の高い外国人を考慮した外国語が
並記されているものには滅多にお目に掛からない。（最近、スーパーの売場には、これら
複数の外国語を並記した案内が見られるようになってきたが。） 
日本人であっても、国内で他所の土地を訪れると有名観光地以外では、案内標識が非常
に少ないか分かりにくくて困ることが多い。ここの土地の人は、他所者にはあまり親切に
せずに、早く当地から立ち退いてもらいたいと思っているのではないか、と勘ぐりたくな
るところさえもある。 
 
第四に、美しい景観づくりである。 
毎年 1700 万人もの日本人が外国旅行に出掛けているのに日本を訪れる外国人観光客は
その四分の一程度にすぎないのは、日本には最早、外国人観光客を魅了する美しい国土が
失われてしまったからであるとする声は多い。たしかに、かつての自然と農村が織り成す
素朴な美しさを秘めた日本の原風景は失われたのかもしれない。からくも残されている我
が国独特の歴史、風土を今に伝える文化遺産や産業遺産、街並み、自然の景観などを見直
し、再興して、住んでいる人々は誇りとし、訪れる人々は楽しめる美しい風土景観を日本
の隅々にまでつくっていかねばならない。そのためには、日本中、すべての街や集落にお
いて、住民が自ら、地域の景観を構成する住宅や商業施設、看板類などについて、材質、
色、高さ、建築用式などの基準をつくり、美しい生活空間づくりに責任を持つ制度をつく
る必要があろう。 
 
最後に、乱開発の愚を再び繰り返さぬことである。 
かつて全国各地で列島改造計画やリゾート法による開発競争が狂ったように行われ、良
好な自然環境を有する大規模な地域で、大型工業団地や住宅団地から高速道路、新幹線ま
でを含む新産業都市建設、スキー場・ゴルフ場、長期滞在型ホテルなどの余暇施設建設な
どが行われ、全国的な規模で美しい自然や文化遺産が破壊された。 
日本人は、官製の政策には従順に従うどころか、無批判にそれに乗り遅れまいと必死に
追従し、過熱させ、やがて惨澹たる結果に一億呆然となる傾向があるようである。戦前、
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八紘一宇の思想の下、海外に拡張していった軍国主義的政策はいうまでもなく、列島改造
計画もリゾート法もまた、その実例であろう。 
21 世紀の観光開発にあたっては、二度とこの愚を繰り返すことなく、自然や文化遺産、
地域の伝統的生活などと共生する観光を目指さなくてはならない。いわゆる持続可能な観
光（sustainable tourism）の仕組みを今後、詳細に研究し、構築する必要がある。 
 
 
４ まとめ 
 
観光は、語源からみると「国の光を観ること、観せること」である。国の光とは、その
土地の風光、つまりいいところであり、いいものである。他所から来た人に、珍しい、素
晴らしいと思わせる、非日常性を感じさせるものがなくては、観光は成り立たない。その
ような観光資源を上手に加工し、保存して、効果的に見せ、来訪客から経済的利益を得る
のが観光産業である。 
自然環境に重大な影響を与えた産業革命、重化学・工業の時代を経て、地球環境に優し
くなくては生きていけないこれからの時代に、自然環境をそのまま活用する観光産業は大
いに期待されている。 
さきに紹介した経団連の「21 世紀のわが国観光のあり方に関する提言」は、観光を 21
世紀の成長産業として期待するのみならず、次ぎのように観光の意義を並べたてて礼讃し
ている。 
 
観光を通じた余暇活動の充実は、国民の明日への活力や創造力を生み
出す源泉となるばかりではなく、家族の絆の強化、地域づくりにおける
参加意識の向上などを通じて、社会の安定をもたらす。さらに、自然や
歴史など地域の資源を活用して観光の振興を図ることは地域経済の活性
化にもつながるとともに、自然との触れ合いは情操教育、環境教育の一
環ともなる。これらに加えて、観光を通じた諸外国との人的交流は、日
本人の「内なる国際化」と国際的な相互理解の増進、ひいては平和の促
進にも寄与する。 
 
観光は、明日への活力を生み出し、家族の絆を強め、地域の連体意識を高め、地域経済
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を活性化し、情操教育に役立ち、国際親善、平和の促進にも寄与する、と観光にまことに
多くを期待している。まさに疲弊する日本社会の万能薬的な役割を、ここで観光は負わさ
れているのである。 
日本人には、前述したとおり、国を挙げて無批判にひとつの目標を追求する傾向がある。
これまで、物見遊山とみなされ、軽視されてきた観光にこれほどの注目が集まり始めると、
やがて過熱し、また、愚かな乱開発、自然破壊が始まるのではなかろうかとの危惧も生じ
よう。 
私達は、観光の素晴らしさを新たに認識しつつも、今後生じるであろう観光ブームに乗
じて、行き過ぎた観光開発が行われ、貴重な歴史的風土や自然環境、文化遺産がこれ以上
失われることのないよう、冷静な批判の目をもって見守っていかねばならない。 
 
 
注 
 
1 “Japan As No.1”（1979年、Ezra F. Vogel（著）、ハーバード大学出版） 
2 この稿を起こしている 2003年 11月現在、小泉総理大臣は就任以来 2年半を経過して、最近の総理
大臣の中では在任期間が長い方になったが、これはポピュリズムに乗ったいわゆる小泉人気のなせる
わざで、これをもって我が国の政情が安定して来たとは速断しかねる。 
3 第 154回国会における小泉内閣総理大臣施政方針演説（2002年 2月 4日） 
4 例えば、「関西国際空港シンポジウム in TOKYO」（2002年 10月 25日）、最近では六本木パレ
スホテルにおける早朝勉強会（2003年 10月 31日）など。 
5 早い時期のものでは、1996 年 9 月 24 日、日本総合研究所主催のセミナー「大交流時代のビジター
産業」における基調講演など。 
－223－ 
